
貸  　借  　対  　照 　 表
 　（２０２５年３月３１日現在）

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

流動資産 727,606 流動負債 28,861

現金及び預金 202,805 未払金 11,123

売掛金 23,631 未払費用 540

未収入金 131 未払消費税等 4,945

前払費用 1,037 未払法人税等 6,769

短期貸付金 500,000 預り金 472

前受収益 66

賞与引当金 3,349

固定資産 825,189 その他流動負債 1,595

有形固定資産 96,784

建　物 36,504 固定負債 16,694

構築物 11,298 退職給付引当金 7,927

機械・装置 45,781 役員退職慰労引当金 7,258

車両運搬具 580 その他固定負債 1,509

工具・器具・備品 2,619

無形固定資産 4,447 45,555

ソフトウエア 4,087

電話加入権 360 株主資本 1,507,239

投資その他の資産 723,957 資本金 500,000

保証金 6,289 利益剰余金 1,007,239

長期貸付金 700,000 　　その他利益剰余金その他利益剰余金 1,007,239

繰延税金資産 17,294 　　　別途積立金   別途積立金 460,000

その他投資 373 　　　繰越利益剰余金   繰越利益剰余金 547,239

1,507,239

1,552,795 1,552,795

（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資　 産　 合　 計 負債及び純資産合計

科　　　　目 科　　　　目
（資産の部） （負債の部）

負 債 合 計

（純資産の部）



　　（単位：千円）

　 科　　　　　　   目

売上高 257,154

売上原価 170,840

売上総利益 86,313

販売費及び一般管理費 72,577

営業利益 13,736

営業外収益

受取利息 6,183

雑収入 1,522 7,706

営業外費用

雑損失 923 923

経常利益 20,519

特別損失

減損損失 1,385 1,385

税引前当期純利益 19,134

法人税、住民税及び事業税 9,099

法人税等調整額 △ 731 8,367

当期純利益 10,766
（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

損   益   計   算   書
２０２４年　４月　１日から

２０２５年　３月３１日まで

金　　　　　　　額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

一 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産の評価方法及び評価基準

貯蔵品

二 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法を採用しております。

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間を５年とする定額法によっております。

三 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

四 収益及び費用の計上基準

２.貸借対照表に関する注記

一 有形固定資産の減価償却累計額 1,739,428千円

二 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 510,827千円
長期金銭債権 700,000千円
短期金銭債務 1,887千円

３.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 118,661千円
売上原価 30,707千円
その他の営業取引高 18,646千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 6,137千円

４.株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数

株式の種類 前年度末 当年度 当年度 年度末
の株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） の株式数（株）

普通株式 1,000,000 - - 1,000,000

個 別 注 記 表

最終仕入原価法によっております。
なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上
しております。

　セメント出荷等、サービスの提供に係る収益は、契約上の条件が履行された時点をもって履
行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

　セメントサイロの設備料金に係る収益は、契約期間に基づいて収受すべき月当りの賃貸およ
び保守料を基礎として、その経過期間に対応する収益を計上しております。



５.金融商品に関する注記

一 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

二 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 202,805 202,805 -
②売掛金 23,631 23,631 -
③短期貸付金 500,000 493,602 △ 6,397
④長期貸付金 700,000 666,449 △ 33,550
⑤未払金 (11,123) (11,123) -
⑥未払消費税等 (4,945) (4,945) -
⑦未払法人税等 (6,769) (6,769) -

(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①現金及び預金、及び②売掛金

③短期貸付金、及び④長期貸付金
　

⑤未払金、⑥未払消費税等、及び⑦未払法人税等

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超

現金及び預金 202,805 － 
売掛金 23,631 － 
短期貸付金 500,000 － 
長期貸付金 － 700,000

６.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 2,498 千円
減価償却費超過額 11,640
資産除去債務 964
賞与引当金 1,310
未払事業税 795
役員退職慰労引当金 2,287
その他 97
繰延税金資産小計 19,594

評価性引当額 △ 2,299
繰延税金資産合計 17,294

　　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

当社では、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、国債の利回り等適切な指標に信用ス
プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

（単位：千円）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に参議院本会議で可決・成立
し、令和８年４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が創設されることとなりました。これに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.62％から、令和８年４月１日に開始す
る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.52％となります。この税率変更により、繰延税金資産
の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は385千円増加し、法人税等調整額が385千円減少しています。

当社は、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しております。また、借入金はあ
りません。

営業債権である売掛金は、当社設立の経緯から、そのほとんどが当社のステークホルダー及び
その子会社が取引先となり、成り立っております。当社の経理規程に従い、取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、月次の資金計画を作成しております。また、当社のステー
クホルダーの子会社に対し、貸付を行っております。
営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが一ヶ月以内の支払期日です。

令和7年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。

（単位：千円）



（注）１.上記取引金額には消費税等は含まれておりません。
      ２.取引条件及び取引条件の決定方針等

※１

※２土地の賃借料は近隣の時価を勘案し、取引価格を決定しております。
※３

８．１株当たり情報に関する注記
(1)１株当たり純資産額
(2)１株当たり当期純利益

９．重要な後発事象に関する注記
　　 該当事項はありません。

１０．収益認識に関する注記
　　　収益を理解するための基礎となる情報 
　　　「１．四 収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

１１．その他の注記
　 資産除去債務に関する注記
当社は、セメント共同中継ターミナル施設用地の土地賃貸借契約に基づき、施設の退去時における原状回
復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来施設を移
転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見
合う資産除去債務は計上しておりません。

セメントの保管、中継、配送料金は契約に基づき、市場価格等を勘案した一般的取引条件を参考に、取引価格を決定してお
ります。

ジェイアールエフ商事㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間４年としてお
ります。なお、担保は受け入れておりません。

1,507円23銭
10円76銭


